
令和7年10月31日

令和3年版厚生労働白書 正誤表

「令和3年版厚生労働白書」において、掲載内容に誤りがございました。ご迷惑をお掛けしましたことをお詫びするとともに、以下のとおり訂正さ
せていただきます。

なお、HP上に掲載されている内容につきましては、修正が反映されております。

頁 該当箇所
修正内容

誤 正

資料編 
11頁

死亡数の推移 2020年の数値　1,414,251人 2020年の数値　1,372,648人

資料編 
64頁

詳細データ⑦

詳細データ⑥ 脂肪エネルギー比率の分布の推移（20歳以上）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

資料：厚生労働省健康局「国民健康・栄養調査」
（注）　脂肪エネルギー比率：脂肪からのエネルギー摂取割合 25％未満 25％以上30％未満 30％以上

49.8 25.3 24.9 55.8 23.6 20.7 44.6 26.8 28.5

総数 男性 女性

48.2 25.3 26.5

51.2 24.5 24.4

47.3 24.9 27.8

52.6 25.7 21.6

56.3 23.6 20.0

51.2 24.3 24.5

44.5 24.9 30.6

46.8 25.2 28.0

44.0 25.4 30.6

46.1 25.4 28.5 51.6 24.6 23.8 41.4 26.0 32.6

43.2 25.9 30.9 48.1 27.0 24.9 39.1 25.0 35.9

40.1 25.9 34.0 45.5 25.4 29.1 35.6 26.2 38.1
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34.7 26.0 39.3

37.8 26.6 35.6

38.9 25.8 35.3

42.7 26.5 30.8

31.0 26.2 42.8

33.9 26.1 40.0 38.1 26.9 35.0 30.2 25.4 44.4

33.4 26.8 39.8

詳細データ⑦ 野菜類摂取量の平均値（20歳以上、性・年齢階級別）
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資料：厚生労働省健康局「令和元年国民健康・栄養調査」
（注）　（　）内は、「緑黄色野菜」および「その他の野菜（野菜類のうち緑黄色野菜以外）」摂取量の合計。

総数

男性

女性

緑黄色野菜 その他の野菜

70－79歳以上 80歳以上60－69歳50－59歳40－49歳30－39歳20－29歳総数

70－79歳以上 80歳以上60－69歳50－59歳40－49歳30－39歳20－29歳総数

70－79歳以上 80歳以上60－69歳50－59歳40－49歳30－39歳20－29歳総数

186.5

87.1

（273.6）

205.4

82.9

（288.3）

195.3

85.1

（280.5）

153.3

58.8

（212.1）

170.8

62.1

（232.9）

162.1

60.5

（222.6）

148.7

74.4

（223.2）

187.3

71.6

（258.9）

166.4

73.2

（239.5）

170.8

70.4

（241.2）

183.8

69.2

（253.0）

176.9

69.8

（246.8）

180.8

79.9

（260.7）

202.4

75.8

（278.2）

190.6

78.0

（268.6）

208.9

100.8

（309.8）

215.8

88.5

（304.3）

212.2

94.9

（307.1）

208.6

105.9

（314.4）

230.8

101.7

（332.5）

219.3

103.9

（323.1）

186.7

87.9

（274.5）

209.4

89.2

（298.6）

195.7

88.4

（284.2）
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詳細データ⑥ 脂肪エネルギー比率の分布の推移（20歳以上）
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資料：厚生労働省健康局「国民健康・栄養調査」
（注）　脂肪エネルギー比率：脂肪からのエネルギー摂取割合 25％未満 25％以上30％未満 30％以上

49.8 25.3 24.9 55.8 23.6 20.7 44.6 26.8 28.5

総数 男性 女性

48.2 25.3 26.5

51.2 24.5 24.4

47.3 24.9 27.8

52.6 25.7 21.6

56.3 23.6 20.0

51.2 24.3 24.5

44.5 24.9 30.6

46.8 25.2 28.0

44.0 25.4 30.6

46.1 25.4 28.5 51.6 24.6 23.8 41.4 26.0 32.6

43.2 25.9 30.9 48.1 27.0 24.9 39.1 25.0 35.9

40.1 25.9 34.0 45.5 25.4 29.1 35.6 26.2 38.1
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34.7 26.0 39.3

37.8 26.6 35.6

38.9 25.8 35.3

42.7 26.5 30.8

31.0 26.2 42.8

33.9 26.1 40.0 38.1 26.9 35.0 30.2 25.4 44.4

33.4 26.8 39.8

詳細データ⑦ 野菜類摂取量の平均値（20歳以上、性・年齢階級別）
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資料：厚生労働省健康局「令和元年国民健康・栄養調査」
（注）　（　）内は、「緑黄色野菜」および「その他の野菜（野菜類のうち緑黄色野菜以外）」摂取量の合計。

総数
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70－79歳 80歳以上60－69歳50－59歳40－49歳30－39歳20－29歳総数
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令和7年10月31日

頁 該当箇所
修正内容

誤 正

資料編 
131頁

詳細データ③

詳細データ③ 年別業務上疾病者数
（人）
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業務上疾病の発生状況は、昭和54
年には20,000人を超えていたが、令
和元年は、8,310人（前年比4.3%減少）
であった。
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資料：厚生労働省労働基準局調べ。
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詳細データ④ 新規化学物質製造・輸入届出状況　年別（製造・輸入）
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21 22 2625 27 29 30282423201918171615141312111098765432平成元 令和元 2

　現在までに、わが国の産業界で使用されたことのある又は現に使用されている化学物質は、主なものだけでも数万種類を数えると
いわれており、需要の多様化に伴い、毎年、新たに約1,000物質の化学物質が生み出されている。特に最近は、使用量の少ない新規
の化学物質の種類が増加している。

合計

製造

輸入

届
出
累
計
（
件
）

資料：厚生労働省労働基準局調べ。

（年）

4,3594,883
5,3895,926

6,5527,171
7,6868,337

8,9279,535
10,224

10,899
11,435

12,056
12,967

13,880
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1,5681,6631,8341,9722,169
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5,2785,5215,699
4,211

22,031
21,225

25,436

④
労
働
条
件
・
労
使
関
係
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詳細データ③ 年別業務上疾病者数
（人）
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業務上疾病の発生状況は、昭和54
年には20,000人を超えていたが、令
和元年は、8,310人（前年比4.3%減少）
であった。
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資料：厚生労働省労働基準局調べ。
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詳細データ④ 新規化学物質製造・輸入届出状況　年別（製造・輸入）
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　現在までに、わが国の産業界で使用されたことのある又は現に使用されている化学物質は、主なものだけでも数万種類を数えると
いわれており、需要の多様化に伴い、毎年、新たに約1,000物質の化学物質が生み出されている。特に最近は、使用量の少ない新規
の化学物質の種類が増加している。
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資料：厚生労働省労働基準局調べ。

（年）
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令和３年版厚生労働白書 正誤表 

 

「令和３年版厚生労働白書」において、掲載内容に誤りがございました。ご迷惑をお掛けしましたことをお詫びするとともに、以

下のとおり訂正させていただきます。 

なお、HP 上に掲載されている内容につきましては、修正が反映されております。 

頁 
該当箇

所 

修正内容 

誤 正 

概要 

６頁 

左上 

図表 

  

概要 

16 頁 

表中 

ドイツ

の欄 

 
ドイツ 

住
居
関
係 

●家賃支払いへの支援（失業

給付Ⅱの緩和） 

実際の家賃と暖房費を全額支

給 

●立ち退き猶予 

・家賃滞納を理由とした立ち

退き要請禁止 

・2020４～6 月の家賃は２年

間支払い猶予 
 

 
ドイツ 

住
居
関
係 

●家賃支払いへの支援（失業

給付Ⅱの緩和） 

実際の家賃と暖房費を全額支

給 

●立ち退き猶予 

・家賃滞納を理由とした立ち

退き要請禁止 

・2020 年４～6 月の家賃は２

年間支払い猶予 
 

全体の状況

テレワーク
（ほぼ
100％）

テレワーク
中心（50％
以上）

定期的に
テレワーク
(出勤中心：
50％以上)

基本的に
出勤（不定
期にテレ
ワーク）

週４日、週
３日などの
勤務日制限

時差出勤や
フレックス
タイムによ
る勤務

特別休暇取
得などによ
る勤務時間

縮減

その他
いずれも実
施していな

い

10.5% 11.0% 6.9% 6.1% 11.2% 9.3% 12.6% 3.5% 41.0%

34.5％
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50％以上)

基本的に
出勤（不定
期にテレ
ワーク）

週４日、週
３日などの
勤務日制限

時差出勤や
フレックス
タイムによ
る勤務

特別休暇取
得などによ
る勤務時間
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その他
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い

10.5% 11.0% 6.9% 6.1% 11.2% 9.3% 12.6% 3.5% 41.0%

34.6％



本文 

９頁 

図表 

1-1-2-1 

  

 



 

頁 該当箇所 
修正内容 

誤 正 

資料編 

１５頁 

詳細デ

ータ① 

 

労 働 力

人 口 の

推移 

  

 



 

 

 

頁 該当箇所 
修正内容 

誤 正 

資料編 

255 頁 

詳細データ③ 

 

確定拠出年金

の規約承認

数・加入者数

の推移 

  

 



誤 正

本文
242頁

13～14
行目

一方、休業４日以上の死傷者数は131,156人
（前年比5,545人(4.4%)減）と前年より増加した。

一方、休業４日以上の死傷者数は131,156人
（前年比5,545人(4.4%)増）と前年より増加した。

本文
308頁

図表
5-1-7
その他

頁 該当箇所
修正内容



頁 該当箇所
修正内容

誤 正

本文 
422頁 21～22行目 眼球（角膜）は466名の提供者から917件の移植が行われた。

資料編 
87頁

詳細データ①

臓器移植の 
累計件数

詳細データ① 臓器移植の累計件数

臓器提供者数 移植実施件数
移植希望登録者数

うち脳死下 うち脳死下

心臓 580名� 580名� 579件� 579件� 918名�

肺 493名� 493名� 601件� 601件� 478名�

肝臓 621名� 621名� 666件 666件� 337名�

腎臓 2,154名 685名 4,032件 1,345件 13,335名

膵臓 445名 441名 441件 438件 197名

小腸 23名 23名 23件 23件 ７名

眼球（角膜） 21,160名 312名 34,389件 591件� 1,716名

資料：（公社）日本臓器移植ネットワーク、（公財）日本アイバンク協会調べ
（注） 1．臓器提供者数、移植実施件数は、平成9年10月16日（臓器移植法施行の日）から令和3年3月31日までの累計、移植待機患

者数は令和3年3月31日現在数である。
2．臓器移植法に基づく脳死下での臓器提供者数は、臓器移植法の施行の日から令和3年3月31日までに全国で742名より行わ
れている。なお、法的脳死判定が行われ法的に脳死と判定されたが、医学的理由により臓器の摘出が行われず、臓器提
供者数には含まれていない事例は7事例ある。

3．膵臓及び腎臓の件数は、膵腎同時移植実施件数（371件）及び膵腎同時移植希望登録者数（161名）を含む。
4．心臓及び肺の件数は、心肺同時移植実施件数（3件）及び心肺同時移植希望登録者数（6名）を含む。
5．肝臓及び腎臓の件数は、肝腎同時移植実施件数（30件）及び肝腎同時移植希望登録数（41名）を含む。

詳細データ② 造血幹細胞移植の実施件数の推移

ドナー（提供者） 移植件数
骨髄提供登録者数 臍帯血公開数 骨髄 末梢血幹細胞 臍帯血

平成3年度 3,176 − − − −
平成4年度 19,829 − 8 − −
平成5年度 46,224 − 112 − −
平成6年度 62,482 − 231 − −
平成7年度 71,174 − 358 − −
平成8年度 81,922 − 363 − 1
平成9年度 94,822 − 405 − 19
平成10年度 114,354 − 482 − 77

平成11年度 127,556 − 588 − 117

平成12年度 135,873 4,343 716 − 165
平成13年度 152,339 8,384 749 − 221
平成14年度 168,413 13,431 739 − 296
平成15年度 186,153 18,424 737 − 697
平成16年度 204,710 21,335 851 − 674
平成17年度 242,858 24,309 908 − 658
平成18年度 276,847 26,816 963 − 732
平成19年度 306,397 29,197 1,027 − 762
平成20年度 335,052 31,149 1,118 − 859
平成21年度 357,378 32,793 1,232 − 895
平成22年度 380,457 32,994 1,191 1 1,075
平成23年度 407,871 29,560 1,269 3 1,107
平成24年度 429,677 25,385 1,323 15 1,199
平成25年度 444,143 13,281 1,324 19 1,134
平成26年度 450,597 11,595 1,269 62 1,165
平成27年度 458,352 11,185 1,176 58 1,311
平成28年度 470,270 11,287 1,127 123 1,347
平成29年度 483,879 9,991 1,059 182 1,334
平成30年度 509,263 9,516 992 222 1,355
令和元年度 529,965 9,162 992 240 1,430
令和2年度 530,953 9,316 838 258 1,431

累　計 − − 24,147 1,183 20,061

資料：（公財）日本骨髄バンク、日本赤十字社調べ
※平成8〜10年度の臍帯血関係データは臍帯血バンクネットワーク設立前に各バンクが扱った数
※ドナー（提供者）については年度末の数
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詳細データ① 臓器移植の累計件数
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平成8年度 81,922 − 363 − 1
平成9年度 94,822 − 405 − 19
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平成19年度 306,397 29,197 1,027 − 762
平成20年度 335,052 31,149 1,118 − 859
平成21年度 357,378 32,793 1,232 − 895
平成22年度 380,457 32,994 1,191 1 1,075
平成23年度 407,871 29,560 1,269 3 1,107
平成24年度 429,677 25,385 1,323 15 1,199
平成25年度 444,143 13,281 1,324 19 1,134
平成26年度 450,597 11,595 1,269 62 1,165
平成27年度 458,352 11,185 1,176 58 1,311
平成28年度 470,270 11,287 1,127 123 1,347
平成29年度 483,879 9,991 1,059 182 1,334
平成30年度 509,263 9,516 992 222 1,355
令和元年度 529,965 9,162 992 240 1,430
令和2年度 530,953 9,316 838 258 1,431

累　計 − − 24,147 1,183 20,061

資料：（公財）日本骨髄バンク、日本赤十字社調べ
※平成8〜10年度の臍帯血関係データは臍帯血バンクネットワーク設立前に各バンクが扱った数
※ドナー（提供者）については年度末の数
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食品安全 
行政の展開

食品安全行政

概　　要 食品安全行政の展開

輸入食品等

※検疫所（食品衛生監視員含む）の数は令和3年4月1日時点
　地方厚生局（食品衛生監視員含む）、都道府県、保健所設置市、特別区および保健所の数は令和3年4月1日時点
　食品衛生監視員（検疫所および地方厚生局を除く）および食品等事業者の施設数は令和元年3月31日時点

厚生労働省（リスク管理）

都道府県、保健所設置市、特別区
（47都道府県）（20政令市、62中核市、その他5）（23特別区）

（食品衛生監視員8,431名）

地方厚生局 （7か所）
（食品衛生監視員65名） 検疫所（32か所）

（食品衛生監視員422名）

保健所　（470か所）

消　費　者
　　　　　　食品等事業者
（1）飲食店営業等の営業許可を要する施設 2,421,537施設
（2）その他営業許可を要しない施設 1,294,758施設

登録検査機関

食品安全委員会（リスク評価）

農林水産省
（リスク管理）

消費者庁
（リスク管理）
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概　　要 食品安全行政の展開
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眼球（角膜）は466名の提供者から915件の移植が行われた。
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（令和2年6月1日現在）

○　民間企業の雇用状況　
　　雇用者数 57.8万人　（身体障害者35.6万人、知的障害者13.4万人、精神障害者8.8万人）
　　実雇用率 2.15％　法定雇用率達成企業割合　48.6％　
○　雇用者数は17年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。

資料：厚生労働省「令和2年障害者雇用状況の集計結果」

（2）国・地方公共団体における雇用状況
2020（令和2）年6月1日現在の障害者任免状況＊5については、国の機関（法定雇用率

2.5％）に勤務している障害者数及び実雇用率が9,336.0人（対前年比23.2％増）及び
2.83％（対前年差0.52ポイント増）であった。
また、都道府県の機関（法定雇用率2.5％）が9,699.5人（対前年比7.4％増）及び

2.73％（対前年差0.12ポイント増）であり、市町村の機関（法定雇用率2.5％）が
31,424.0人（対前年比8.4％増）及び2.41％（対前年同）であった。
さらに、都道府県等の教育委員会（法定雇用率2.4％）が14,956.0人（対前年比

11.0％増）及び2.05％（対前年差0.16ポイント増）であった。

（3）ハローワークにおける職業紹介状況
2019（令和元）年度のハローワークを通じた障害者の就職件数は、103,163件（対前

年度比0.8％増）であった。このうち、身体障害者は25,484件（対前年度比5.1％減）、
知的障害者は21,899件（対前年度比1.5％減）、精神障害者は49,612件（対前年度比
3.3％増）、その他の障害者（発達障害、難病、高次脳機能障害などのある人）は6,168件
（対前年度比18.5％増）となった。
また、新規求職申込件数は223,229件（前年度比5.7％増）であった。このうち、身体

障害者は62,024件（前年度比1.3％増）、知的障害者は36,853件（前年度比2.9％増）、
精神障害者は107,495件（前年度比6.1％増）、その他の障害者は16,857件（前年度比
30.8％増）であった。
＊5	 対象障害者を1人以上雇用する義務がある機関（常時勤務する職員が40.0人以上。ただし、都道府県等の教育委員会の場合は42.0人以

上。）については、毎年6月1日時点の障害者の任免状況を通報することになっている。雇用率カウントの取扱いは、民間企業と同様で
ある。
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（令和2年6月1日現在）

○　民間企業の雇用状況　
　　雇用者数 57.8万人　（身体障害者35.6万人、知的障害者13.4万人、精神障害者8.8万人）
　　実雇用率 2.15％　法定雇用率達成企業割合　48.6％　
○　雇用者数は17年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。

資料：厚生労働省「令和2年障害者雇用状況の集計結果」

（2）国・地方公共団体における雇用状況
2020（令和2）年6月1日現在の障害者任免状況＊5については、国の機関（法定雇用率

2.5％）に勤務している障害者数及び実雇用率が9,336.0人（対前年比23.2％増）及び
2.83％（対前年差0.52ポイント増）であった。
また、都道府県の機関（法定雇用率2.5％）が9,699.5人（対前年比7.4％増）及び
2.73％（対前年差0.12ポイント増）であり、市町村の機関（法定雇用率2.5％）が
31,424.0人（対前年比8.4％増）及び2.41％（対前年同）であった。
さらに、都道府県等の教育委員会（法定雇用率2.4％）が14,956.0人（対前年比
11.0％増）及び2.05％（対前年差0.16ポイント増）であった。

（3）ハローワークにおける職業紹介状況
2019（令和元）年度のハローワークを通じた障害者の就職件数は、103,163件（対前
年度比0.8％増）であった。このうち、身体障害者は25,484件（対前年度比5.1％減）、
知的障害者は21,899件（対前年度比1.5％減）、精神障害者は49,612件（対前年度比
3.3％増）、その他の障害者（発達障害、難病、高次脳機能障害などのある人）は6,168件
（対前年度比18.5％増）となった。
また、新規求職申込件数は223,223件（前年度比5.7％増）であった。このうち、身体
障害者は62,022件（前年度比1.3％増）、知的障害者は36,852件（前年度比2.9％増）、
精神障害者は107,493件（前年度比6.1％増）、その他の障害者は16,856件（前年度比
30.8％増）であった。
＊5	 対象障害者を1人以上雇用する義務がある機関（常時勤務する職員が40.0人以上。ただし、都道府県等の教育委員会の場合は42.0人以

上。）については、毎年6月1日時点の障害者の任免状況を通報することになっている。雇用率カウントの取扱いは、民間企業と同様で
ある。
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